
地域計画と農振除外・農地転用許可の手続きについて 
 

（農振法第13条第２項第２号及び農地法施行規則第47条の３第２号関係） 
 
○令和５年４月から農業経営基盤強化促進法による地域計画内の農地については、農振地域農用地区域からの除外や農地転用許可に
は、あらかじめ市町村による地域計画の変更（除外）手続が必要となっています。 

 
○この場合、地域計画の変更前に、農振法による農用地区域からの除外手続きや農地法による転用許可に係る事前相談などは開始で
きますが、農振除外の変更案の公告・縦覧や農地転用申請は、地域計画の変更告示後に行う必要があります。 

 
※「所有する農地が地域計画区域内であるか」などの地域計画に関することは、各市町村地域計画担当課へお問い合わせ下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



関係法令 
 
 
○農業経営基盤強化促進法 

(地域農業経営基盤強化促進計画) 
第十九条 同意市町村は、政令で定めるところにより、前条第一項の協議の結果を踏まえ、農用地の効率的かつ総合的

な利用を図るため、当該協議の対象となつた農業上の利用が行われる農用地等の区域における農業経営基盤の強化の
促進に関する計画(以下「地域計画」という。)を定めるものとする。 

2 ～ 8 （略） 
 
○農業振興地域の整備に関する法律 

(農業振興地域整備計画の変更) 
第十三条 都道府県又は市町村は、農業振興地域整備基本方針の変更若しくは農業振興地域の区域の変更により、前条

第一項の規定による基礎調査の結果により又は経済事情の変動その他情勢の推移により必要が生じたときは、政令で
定めるところにより、遅滞なく、農業振興地域整備計画を変更しなければならない。市町村の定めた農業振興地域整
備計画が第九条第一項の規定による農業振興地域整備計画の決定により変更を必要とするに至つたときも、同様とす
る。 

2 前項の規定による農業振興地域整備計画の変更のうち、農用地等以外の用途に供することを目的として農用地区域内
の土地を農用地区域から除外するために行う農用地区域の変更は、次に掲げる要件の全てを満たす場合に限り、する
ことができる。 
一 （略） 
二 当該変更により、農用地区域内における農業経営基盤強化促進法(昭和五十五年法律第六十五号)第十九条第一項

に規定する地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められること。 
三 ～ 六 （略） 

3 ～ 4 （略） 
 
○農地法 

(農地の転用の制限) 
第四条 農地を農地以外のものにする者は、都道府県知事(農地又は採草放牧地の農業上の効率的かつ総合的な利用の確

保に関する施策の実施状況を考慮して農林水産大臣が指定する市町村(以下「指定市町村」という。)の区域内にあつ
ては、指定市町村の長。以下「都道府県知事等」という。)の許可を受けなければならない。ただし、次の各号のいず
れかに該当する場合は、この限りでない。 
一 ～ 八 （略） 

2 ～ 5 （略） 
6 第一項の許可は、次の各号のいずれかに該当する場合には、することができない。ただし、第一号及び第二号に掲げ

る場合において、土地収用法第二十六条第一項の規定による告示(他の法律の規定による告示又は公告で同項の規定に
よる告示とみなされるものを含む。次条第二項において同じ。)に係る事業の用に供するため農地を農地以外のものに
しようとするとき、第一号イに掲げる農地を農業振興地域の整備に関する法律第八条第四項に規定する農用地利用計
画(以下単に「農用地利用計画」という。)において指定された用途に供するため農地以外のものにしようとするとき
その他政令で定める相当の事由があるときは、この限りでない。 
一 ～ 四 （略） 
五 申請に係る農地を農地以外のものにすることにより、地域における効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対す

る農地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合その他の地域における農地の農業上の効率的か
つ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがあると認められる場合として政令で定める場合 

六 （略） 
7 ～ 11 （略） 
 
○農地法施行令 

(地域における農地の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがあると認められる場合) 
第八条の二 法第四条第六項第五号の政令で定める場合は、申請に係る農地を農地以外のものにすることにより、地域

の農業の振興に関する地方公共団体の計画(効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農地の利用の集積を図るた
めの措置その他の農地の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保を図るための措置が講じられているものとして農林
水産省令で定めるものに限る。)の円滑かつ確実な実施に支障を生ずるおそれがあると認められる場合として農林水産
省令で定める場合とする。 

 
○農地法施行規則 
四十七条の三 令第八条の二の農林水産省令で定める場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

一 （略） 
二 地域計画に係る農地を農地以外のものにすることにより、当該地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがあると認

められる場合 
三 （略） 


